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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第14期
第３四半期
連結累計期間

第15期
第３四半期
連結累計期間

第14期

会計期間
自　2015年１月１日
至　2015年９月30日

自　2016年１月１日
至　2016年９月30日

自　2015年１月１日
至　2015年12月31日

売上収益
(第３四半期連結会計期間)

(百万円)
144,447 139,875

190,263
(49,811) (44,255)

税引前四半期(当期)利益 (百万円) 60,737 18,007 68,006

親会社の所有者に帰属する四半期
(当期)利益 (百万円)

50,733
 

8,927
 55,132

(第３四半期連結会計期間) (19,184) (7,635)

四半期(当期)包括利益 (百万円) 28,689 △23,360 40,642

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 361,165 348,140 374,447

総資産額 (百万円) 432,241 395,314 425,586

親会社の所有者に帰属する基本的
１株当たり四半期(当期)利益 (円)

 
117.87

 

 
20.50
 

127.86

(第３四半期連結会計期間) (44.47) (17.50)

親会社の所有者に帰属する希薄化後
１株当たり四半期(当期)利益

(円) 114.95 20.11 124.67

親会社所有者帰属持分比率 (％) 83.6 88.1 88.0

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 45,016 51,374 60,152

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △13,258 △91,024 56,412

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △16,263 △7,012 △35,639

現金及び現金同等物の四半期末
(期末)残高

(百万円) 128,236 125,973 194,225
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上収益には、消費税等は含まれておりません。

３．上記指標は、国際会計基準(IFRS)に基づいて作成された要約四半期連結財務諸表及び連結財務諸表に基

づいております。

 
 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生はありません。2016年７月29日付で親会社であ

るエヌエックスシー・コーポレーションの代表取締役であり、当社の取締役である金　正宙が、一身上の都合により

当社の取締役を辞任しましたが、当社とエヌエックスシー・コーポレーションとの関係に重要な影響を及ぼすもので

はありません。そのため、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありませ

ん。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、米国が底堅い個人消費や住宅投資を中心に景気回復基調を維持

している一方で、欧州は英国の欧州連合離脱問題に伴う金融市場や為替市場の急変等が懸念されることから、先行

き不透明な状況が続いております。また、中国を始めとするアジア新興国は経済成長率の減速により、足踏み状態

で推移しました。わが国経済は、設備投資や雇用・所得環境の改善等から緩やかな回復の兆しは見られたものの、

英国の欧州連合離脱の影響等により株安・円高の状況が続いた結果、景気回復は力強さに欠けるものとなりまし

た。

このような状況の下、当社グループは、PCオンライン事業及びモバイル事業を展開し、ユーザーの皆様に楽しん

でいただける高品質なゲームの開発、コンテンツの獲得、新規ゲームタイトルの配信に努めるとともに、既存ゲー

ムタイトルのアップデートを推し進めてまいりました。具体的には、グループ内におけるゲーム開発力の強化、他

社との共同開発を含めた事業提携、有力なゲーム開発会社の買収等による高品質な新規ゲームタイトルの配信、モ

バイル事業における開発力強化、既存ゲームタイトルの魅力的なコンテンツアップデートを実施するための事業基

盤の更なる強化などに取り組んでまいりました。

当第３四半期連結会計期間におきましては、当社事業における主要外貨の韓国ウォン、中国元、及び米国ドルな

どの対円為替レートが前年同期比で下落したことによる為替の悪影響が大きく、売上収益は減少しました。中国に

おいては、主力PCオンラインゲーム『アラド戦記』(Dungeon&Fighter)の夏季アップデート（７月）及び国慶節アッ

プデート（９月）に合わせたアイテム販売がユーザーの好評を博したこと等により堅調に推移しましたが、為替の

影響により売上収益は減少しました。また、韓国においては、主力PCオンラインゲーム『メイプルストーリー』

（Maple Story）及び『アラド戦記』(Dungeon&Fighter)が好調であったことや、前第４四半期にリリースした

『HIT』などのモバイルゲームも堅調に推移しましたが、為替の影響により売上収益は減少しました。

費用面では、当第１四半期にビッグ・ヒュージ・ゲームズ・インクを完全子会社化したことにより、前第２四半

期よりリリースした『ドミネーションズ』に係るロイヤリティ費用の認識が不要となったこと及び為替の影響によ

り、対前年同期でロイヤリティ費用が減少した結果、売上原価は前年同期比で減少しました。販売費及び一般管理

費は、主に『アラド戦記』(Dungeon&Fighter)に係る主要なIPの償却が前第３四半期中に終了したため、当第３四半

期の償却費が減少したこと等により、前年同期比で減少しました。また、外貨建ての現金預金及び売掛金等につい

て為替差損が発生した結果、前年同期比で金融収益は減少し、金融費用は増加しました。

上記の結果、当第３四半期連結累計期間の売上収益は139,875百万円(前年同期比3.2％減)、営業利益は33,374百

万円(同35.8％減)、税引前四半期利益は18,007百万円(同70.4％減)、親会社の所有者に帰属する四半期利益は8,927

百万円(同82.4％減)となりました。

 
報告セグメントの当第３四半期連結累計期間の業績は、次のとおりであります。

①　日本

当第３四半期連結累計期間の売上収益は11,169百万円(前年同期比31.2％減)、セグメント損失は2,606百万円

(前年同期は1,395百万円の損失)となりました。日本では、PCオンラインゲーム及びモバイルゲームともに減収と

なりました。
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②　韓国

当第３四半期連結累計期間の売上収益は117,724百万円(前年同期比1.8％増)、セグメント利益は61,784百万円

(同8.7％増)となりました。PCオンラインゲームの売上収益は、為替の影響により減少しましたが、前第４四半期

にリリースした『HIT』及び新規タイトルのリリース等により、モバイルゲームの売上収益は大きく増加しまし

た。なお、韓国セグメントの売上収益には、子会社であるネクソン・コリア・コーポレーションの傘下にあるネ

オプル・インクの中国におけるライセンス供与に係るロイヤリティ収益が含まれます。当第３四半期連結累計期

間においては、主力PCオンラインゲーム『アラド戦記』(Dungeon&Fighter)の旧正月アップデート（１月）及び労

働節アップデート（４月）、８周年アップデート（６月）、夏季アップデート（７月）、国慶節アップデート

（９月）に合わせたアイテム販売がユーザーの好評を博したこと等により堅調に推移しました。

③　中国

当第３四半期連結累計期間の売上収益は3,351百万円(前年同期比19.5％増)、セグメント利益は2,311百万円(同

65.6％増)となりました。中国では、既存のPCオンラインゲームに係るコンサルティング収入の増加により増収増

益となりました。

④　北米

当第３四半期連結累計期間の売上収益は6,603百万円(前年同期比22.1％減)、セグメント損失は3,248百万円(前

年同期は2,967百万円の損失)となりました。北米地域におきましては、モバイルゲーム『ドミネーションズ』及

び既存PCオンラインゲームの減少により減収となりました。

⑤　その他

当第３四半期連結累計期間の売上収益は1,028百万円(前年同期比22.2％減)、セグメント損失は153百万円(前年

同期は318百万円の損失)となりました。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ

68,252百万円減少し、125,973百万円となりました。当該減少には為替変動による影響21,590百万円が含まれており

ます。

当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は51,374百万円(前年同期は45,016百万円の収入)となりました。主な増加要因

は、税引前四半期利益18,007百万円、減損損失25,048百万円、為替差損16,069百万円、繰延収益の増加額6,978百

万円によるものであり、主な減少要因は、法人所得税の支払額12,715百万円によるものであります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は91,024百万円(前年同期は13,258百万円の支出)となりました。主な減少要因

は、その他の預金の増加額66,826百万円、子会社の取得による支出6,630百万円、長期貸付金の貸付による支出

5,002百万円によるものであります。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は7,012百万円(前年同期は16,263百万円の支出)となりました。主な減少要因は、

配当金の支払額4,351百万円、自己株式取得による支出2,167百万円によるものであります。

 
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更又は新たに生じた事項は

ありません。

 
(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は5,474百万円であります。なお、当第３四半期連結累計期間にお

いて、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,400,000,000

計 1,400,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類

第３四半期会計期間末
現在発行数(株)

(2016年９月30日)

提出日現在発行数(株)

(2016年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 436,869,117 436,982,117
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であります。１単元

の株式の数は100株で

あります。

計 436,869,117 436,982,117 ― ―
 

(注)　「提出日現在発行数」欄には、2016年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

当第３四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。
　

決議年月日 2016年７月22日

新株予約権の数(個) 15

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)
15,000

(注)１．２

新株予約権の行使時の払込金額(円)
1,650

(注)３

新株予約権の行使期間

(税制非適格ストック・オプション)

自　2016年７月25日

至　2022年７月24日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　1,650

資本組入額　　825

新株予約権の行使の条件

・割当日より満１年を経過した日において付与個数の

うち、３分の１にあたる個数について権利確定す

る。以後、３か月経過毎に、割当日より満３年が経

過する日まで、付与個数の12分の１にあたる個数に

ついて権利確定するものとする。権利確定した新株

予約権は、行使開始日から行使可能最終日までの期

間に限り、かつ、発行要項及び新株予約権割当契約

書に定める他の行使条件が満たされる場合に限り、

行使できるものとする。

・原則として、新株予約権者が割当日以後行使の日ま

で継続して当社又はその子会社の取締役又は従業員

としての地位を有していない場合は新株予約権を行

使できない。

・新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、又はこれに担保権を設定すること

はできない。

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 該当事項はありません。
 

(注) １．新株予約権の目的となる株式の数は、新株予約権１個につき当社普通株式1,000株であります。
　

２．当社が株式分割(無償割当を含む)又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整

するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約

権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨

てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　
また、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転を行う場合等、株式数の調整を必要とするやむを

得ない事由が生じたときは、合併、会社分割、株式交換又は株式移転の条件等を勘案の上、合理的な範

囲で株式数を調整するものとします。
　

３．割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割(無償割当を含む)又は株式併合を行う場合には、次の算

式により払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げるものとします。
 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率
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また、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転を行う場合等、払込金額の調整を必要とするやむ

を得ない事由が生じたときは、合併、会社分割、株式交換又は株式移転の条件等を勘案の上、合理的な

範囲で払込金額を調整するものとします。
　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2016年７月１日～

2016年９月30日

（注）１．

492,000 436,869,117 304 2,604 304 1,854

 

（注）１．新株予約権の行使により、発行済株式総数が492,000株増加、資本金及び資本準備金がそれぞれ304百万

円増加しております。

２．2016年10月１日から2016年10月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が113,000

株、資本金及び資本準備金がそれぞれ92百万円増加しております。
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の内容確認ができないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日(2016年６月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

   2016年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 436,368,200
 

4,363,682
権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式であります。

単元未満株式 普通株式 8,917
 

― 同上

発行済株式総数 436,377,117 ― ―

総株主の議決権 ― 4,363,682 ―
 

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式48株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

 

なお、当社は、2016年９月５日開催の取締役会決議に基づき、自己株式1,459,900株を取得しております。

この取得により、当第３四半期会計期間末の自己株式数は、単元未満株式も含め1,460,003株となっており

ます。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　(1)辞任役員

役　名 職　名 氏　名 辞任年月日

取締役 ― 金　正宙 2016年７月29日

取締役 ― 李　度和 2016年７月29日
 

 

　(2)異動後の役員の男女別人員数及び女性の比率

男性５名　女性－名　(役員のうち女性の比率－％)
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号)第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」(以下、IAS第34号)に準拠して作成しており

ます。

　本報告書の要約四半期連結財務諸表等の金額の表示は、百万円未満を四捨五入して記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2016年７月１日から2016年

９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(2016年１月１日から2016年９月30日まで)に係る要約四半期連結財務諸表

について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、従来、当社が監査証明を受けているＰｗＣあらた監査法人は、監査法人の種類の変更により、2016年７月１

日をもってＰｗＣあらた有限責任監査法人となりました。
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１ 【要約四半期連結財務諸表】

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】

(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2015年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2016年９月30日)

資産    

　流動資産    

　　現金及び現金同等物 ６ 194,225 125,973

　　営業債権及びその他の債権 ６ 33,362 32,153

　　その他の預金 ６ 97,105 146,163

　　その他の金融資産 ６ 1,973 4,691

　　その他の流動資産  5,005 8,351

　　流動資産合計  331,670 317,331

　非流動資産    

　　有形固定資産  22,027 19,814

　　のれん ７ 35,387 16,196

　　無形資産 ７ 7,520 7,618

　　持分法で会計処理している投資  2,071 5,619

　　その他の金融資産 ６ 19,576 22,066

　　その他の非流動資産  3,040 2,504

　　繰延税金資産  4,295 4,166

　　非流動資産合計  93,916 77,983

　資産合計  425,586 395,314
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(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2015年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2016年９月30日)

負債及び資本    

　負債    

　　流動負債    

　　　仕入債務及びその他の債務　 ６ 10,874 8,326

　　　繰延収益 ８ 9,558 8,673

　　　借入金 ６ 1,916 1,840

　　　未払法人所得税  7,135 3,462

　　　その他の金融負債 ６ 568 300

　　　引当金  2,246 1,175

　　　その他の流動負債  4,587 4,134

　　　流動負債合計  36,884 27,910

　　非流動負債    

　　　繰延収益 ８ 1,985 8,288

　　　借入金 ６ 2,501 835

　　　その他の金融負債 ６ 790 1,039

　　　引当金  327 332

　　　その他の非流動負債  1,280 1,408

　　　繰延税金負債  2,138 2,709

　　　非流動負債合計  9,021 14,611

　　負債合計  45,905 42,521

　資本    

　　資本金 10 56,441 2,816

　　資本剰余金  34,597 91,127

　　自己株式 10 － △2,167

　　その他の資本の構成要素  73,308 41,172

　　利益剰余金  210,101 215,192

　　親会社の所有者に帰属する持分合計  374,447 348,140

　　非支配持分  5,234 4,653

　　資本合計  379,681 352,793

　負債及び資本合計  425,586 395,314
 

 

EDINET提出書類

株式会社ネクソン(E25850)

四半期報告書

11/36



(2) 【要約四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

 注記
前第３四半期連結累計期間
(自　2015年１月１日
至　2015年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2016年１月１日
至　2016年９月30日)

売上収益 ５ 144,447 139,875

売上原価  △36,246 △34,792

売上総利益  108,201 105,083

販売費及び一般管理費  △54,630 △46,976

その他の収益  315 484

その他の費用 ７ △1,911 △25,217

営業利益  51,975 33,374

金融収益  9,184 2,448

金融費用  △448 △17,964

持分法による投資利益  26 149

税引前四半期利益  60,737 18,007

法人所得税費用  △9,526 △8,691

四半期利益  51,211 9,316

四半期利益の帰属    

　親会社の所有者  50,733 8,927

　非支配持分  478 389

　四半期利益  51,211 9,316

１株当たり四半期利益
(親会社の所有者に帰属)

11   

　基本的１株当たり四半期利益  117.87円 20.50円

　希薄化後１株当たり四半期利益  114.95円 20.11円
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【第３四半期連結会計期間】

(単位：百万円)

 注記
前第３四半期連結会計期間
(自　2015年７月１日
至　2015年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2016年７月１日
至　2016年９月30日)

売上収益 ５ 49,811 44,255

売上原価  △12,552 △11,242

売上総利益  37,259 33,013

販売費及び一般管理費  △18,269 △16,362

その他の収益  101 217

その他の費用 ７ △655 △576

営業利益  18,436 16,292

金融収益  4,277 819

金融費用  △234 △7,016

持分法による投資利益  11 80

税引前四半期利益  22,490 10,175

法人所得税費用  △3,239 △2,357

四半期利益  19,251 7,818

四半期利益の帰属    

　親会社の所有者  19,184 7,635

　非支配持分  67 183

　四半期利益  19,251 7,818

１株当たり四半期利益
 (親会社の所有者に帰属)

11   

 基本的１株当たり四半期利益  44.47円 17.50円

 希薄化後１株当たり四半期利益  43.41円 17.24円
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(3) 【要約四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

 注記
前第３四半期連結累計期間
(自　2015年１月１日
至　2015年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2016年１月１日
至　2016年９月30日)

四半期利益  51,211 9,316

その他の包括利益    

　純損益に振替えられることのない項目    

　　その他の包括利益を通じて公正価値で
　　測定する金融資産

 △440 △1,199

　　確定給付型年金制度の再測定額  4 1

　　持分法によるその他の包括利益  － 0

　　法人所得税  239 324

　　純損益に振替えられることのない
　　項目合計

 △197 △874

　純損益にその後に振替えられる可能性の
　ある項目

   

　　在外営業活動体の換算差額  △22,332 △31,803

　　キャッシュ・フロー・ヘッジ  15 －

　　持分法によるその他の包括利益  △1 1

　　法人所得税  △7 －

　　純損益にその後に振替えられる可能性
　　のある項目合計

 △22,325 △31,802

　　その他の包括利益合計  △22,522 △32,676

　　四半期包括利益  28,689 △23,360

四半期包括利益の帰属    

　親会社の所有者  28,683 △23,186

　非支配持分  6 △174

　四半期包括利益  28,689 △23,360
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【第３四半期連結会計期間】

(単位：百万円)

 注記
前第３四半期連結会計期間
(自　2015年７月１日
至　2015年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2016年７月１日
至　2016年９月30日)

四半期利益  19,251 7,818

その他の包括利益    

　純損益に振替えられることのない項目    

　　その他の包括利益を通じて公正価値で
　　測定する金融資産

 △10,634 △796

　　確定給付型年金制度の再測定額  4 △0

　　持分法によるその他の包括利益  － 2

　　法人所得税  3,040 216

　　純損益に振替えられることのない
　　項目合計

 △7,590 △578

　純損益にその後に振替えられる可能性の
　ある項目

   

　　在外営業活動体の換算差額  △21,789 6,223

　　キャッシュ・フロー・ヘッジ  2 －

　　持分法によるその他の包括利益  △0 0

　　法人所得税  △1 －

　　純損益にその後に振替えられる可能性
　　のある項目合計

 △21,788 6,223

　　その他の包括利益合計  △29,378 5,645

　　四半期包括利益  △10,127 13,463

四半期包括利益の帰属    

　親会社の所有者  △9,744 13,171

　非支配持分  △383 292

　四半期包括利益  △10,127 13,463
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(4) 【要約四半期連結持分変動計算書】

前第３四半期連結累計期間(自　2015年１月１日　至　2015年９月30日)

(単位：百万円)

  親会社の所有者に帰属する持分   

 注記 資本金
資本
剰余金

自己株式
その他の
資本の
構成要素

利益
剰余金

合計
非支配
持分

資本合計

資本(期首)  52,481 40,830 － 92,044 155,025 340,380 5,097 345,477

四半期利益  － － － － 50,733 50,733 478 51,211

その他の包括利益  － － － △22,050 － △22,050 △472 △22,522

四半期包括利益合計  － － － △22,050 50,733 28,683 6 28,689

新株の発行 10 3,250 3,250 － － － 6,500 － 6,500

新株発行費用  － △22 － － － △22 － △22

配当金 ９ － － － － △4,305 △4,305 － △4,305

株式に基づく報酬取引  － － － 95 － 95 － 95

自己株式の取得 10 － △169 △10,000 － － △10,169 － △10,169

自己株式の消却 10 － △10,000 10,000 － － － － －

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

 － － － 46 △46 － － －

その他の増減額  － 3 － － － 3 － 3

所有者との取引額合計  3,250 △6,938 － 141 △4,351 △7,898 － △7,898

資本(期末)  55,731 33,892 － 70,135 201,407 361,165 5,103 366,268
 

 
当第３四半期連結累計期間(自　2016年１月１日　至　2016年９月30日)

(単位：百万円)

  親会社の所有者に帰属する持分   

 注記 資本金
資本
剰余金

自己株式
その他の
資本の
構成要素

利益
剰余金

合計
非支配
持分

資本合計

資本(期首)  56,441 34,597 － 73,308 210,101 374,447 5,234 379,681

四半期利益  － － － － 8,927 8,927 389 9,316

その他の包括利益  － － － △32,113 － △32,113 △563 △32,676

四半期包括利益合計  － － － △32,113 8,927 △23,186 △174 △23,360

資本金から資本剰余金へ
の振替

 △55,227 55,227 － － － － － －

新株の発行 10 1,602 1,602 － － － 3,204 － 3,204

新株発行費用  － △12 － － － △12 － △12

配当金 ９ － － － － △4,353 △4,353 － △4,353

株式に基づく報酬取引  － － － 484 － 484 － 484

非支配持分の取得  － △287 － － － △287 △407 △694

自己株式の取得 10 － △0 △2,167 － － △2,167 － △2,167

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替

 － － － △507 507 － － －

その他の増減額  － － － － 10 10 － 10

所有者との取引額合計  △53,625 56,530 △2,167 △23 △3,836 △3,121 △407 △3,528

資本(期末)  2,816 91,127 △2,167 41,172 215,192 348,140 4,653 352,793
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(5) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

 注記
前第３四半期連結累計期間
(自　2015年１月１日
至　2015年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2016年１月１日
至　2016年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

　税引前四半期利益  60,737 18,007

　減価償却費及び償却費  11,199 4,646

　株式報酬費用  1,576 1,471

　受取利息及び受取配当金  △4,119 △2,426

　支払利息  278 22

　減損損失  1,677 25,048

　持分法による投資損益(△は益)  △26 △149

　為替差損益(△は益)  △3,026 16,069

　営業債権及びその他の債権の増減額(△は増加)  △2,376 △2,139

　その他の流動資産の増減額(△は増加)  △2,180 △3,750

　仕入債務及びその他の債務の増減額(△は減少)  △662 △1,759

　繰延収益の増減額(△は減少)  △952 6,978

　その他  114 △540

　小計  62,240 61,478

　利息及び配当金の受取額  4,441 2,627

　利息の支払額  △406 △16

　法人所得税の支払額  △21,259 △12,715

　営業活動によるキャッシュ・フロー  45,016 51,374

投資活動によるキャッシュ・フロー    

　その他の預金の増減額(△は増加)  △8,649 △66,826

　有形固定資産の取得による支出  △2,209 △1,996

　有形固定資産の売却による収入  49 22

　無形資産の取得による支出  △2,030 △1,012

　長期前払費用の増加を伴う支出  △987 △1,263

　有価証券の取得による支出  △907 △1,643

　有価証券の売却による収入  2,500 366

　関連会社取得による支出  △78 △3,773

　子会社の取得による支出  △2,155 △6,630

　長期貸付金の貸付による支出  △12 △5,002

　その他  1,220 △3,267

　投資活動によるキャッシュ・フロー  △13,258 △91,024

財務活動によるキャッシュ・フロー    

　短期借入金の純増減額(△は減少)  500 △250

　長期借入れによる収入  5,000 －

　長期借入金の返済による支出  △11,990 △1,676

　ストック・オプションの行使による収入  4,999 2,205

　自己株式取得による支出  △10,169 △2,167

　子会社の自己株式取得による支出  － △657

　配当金の支払額 ９ △4,305 △4,351

　その他  △298 △116

　財務活動によるキャッシュ・フロー  △16,263 △7,012

現金及び現金同等物の増減額(△は減少)  15,495 △46,662

現金及び現金同等物の期首残高  117,729 194,225

現金及び現金同等物に係る為替変動による影響  △4,988 △21,590

現金及び現金同等物の四半期末残高  128,236 125,973
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１　報告企業

株式会社ネクソン(以下、当社)は日本に所在する企業であります。当社の連結財務諸表は当社グループにより構成

されております。当社グループは、主にPCオンラインゲーム及びモバイルゲームの制作・開発、配信に関連した事業

を行っております。各事業の内容については、「５　セグメント情報」に記載しております。

なお、当社の親会社はエヌエックスシー・コーポレーションであり、当社グループの最終的な親会社でもありま

す。

 

２　作成の基礎

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、四半期連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「特定会社」の要件を満

たすことから、同第93条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しております。従って、年次連結財務諸表で要求さ

れている全ての情報が含まれていないため、前連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものでありま

す。

本要約四半期連結財務諸表は、2016年11月10日に取締役会により公表の承認がなされています。

 
３　重要な会計方針

当社グループが本要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、特段の記載がない限り、以下の新

たに適用する基準を除いて、前期の連結財務諸表において適用した会計方針と同一であります。なお、当第３四半期

連結累計期間の法人所得税費用は、見積平均年次実効税率を基に算定しております。

当社グループは、第１四半期連結会計期間（2016年１月１日から2016年３月31日）より以下の基準を適用しており

ます。これらについては、当第３四半期連結累計期間において重要な影響はありません。

 

基準書  基準書名  新設・改訂の概要

IAS第１号
 
財務諸表の表示

 
重要性と集約、小計の表示、財務諸表の構成及び会計方針の
開示を明確化

IFRS第５号
 
売却目的で保有する非流動
資産及び非継続事業  

資産の処分方法の改訂

IFRS第７号
 
 

金融商品：開示

 

サービシング契約が継続的関与に該当しうることを明確化
相殺に関する開示規定の要約期中財務諸表に対する適用条件
を明確化

IFRS第10号及び
IAS第28号

 
 

連結財務諸表
 
投資企業及びその子会社への連結の例外の適用を明確化

IFRS第11号  
 

共同支配の取決め
 
事業に該当する共同支配事業の持分の取得に関する会計処理
を改訂

IAS第16号  
 

有形固定資産
 
収益を基礎とした減価償却の方法が適切となる可能性のある
状況を明確化

IAS第19号  
 

従業員給付
 
従業員拠出に関する会計処理を改訂

IAS第27号  
 

個別財務諸表
 
個別財務諸表における子会社、共同支配企業及び関連会社に
対する投資の会計処理を改訂

IAS第34号  
 

期中財務報告
 
要求される期中開示は期中財務諸表に織り込むか、期中財務
報告書の該当箇所に組み込むことを明確化

IAS第38号  
 

無形資産
 
収益を基礎とした償却の方法が適切となる可能性のある状況
を明確化
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４　重要な会計上の見積り及び判断

要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の報告額に

影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行う必要があります。実際の業績はこれらの見積りとは異なる場合があ

ります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、その見積りを見

直した会計期間と将来の会計期間において認識されます。

当社グループの要約四半期連結財務諸表で認識する金額に重要な影響を与える見積り及び仮定は、原則として、前

連結会計年度に係る連結財務諸表と同様であります。

 
５　セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社グループは、PCオンラインゲーム及びモバイルゲームの制作・開発、配信を行っており、取り扱う商品・

サービスについて国内においては当社及び国内連結子会社、海外においては現地連結子会社が、それぞれ独立した

経営単位として各地域における包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。したがって、当社グループ

は、PCオンラインゲーム及びモバイルゲームの制作・開発、配信を基礎とした各社の所在地別のセグメントから構

成されております。報告セグメントは「日本」、「韓国」、「中国」、「北米」及び「その他」の５つとしてお

り、「その他」の区分には欧州及びアジア諸国が含まれております。
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(2) 報告セグメントの収益及び損益

当社グループのセグメント情報は次のとおりであります。

 

(第３四半期連結累計期間)

前第３四半期連結累計期間(自　2015年１月１日　至　2015年９月30日)

         

 報告セグメント
計

調整額
(注３)

連結
 日本 韓国 中国 北米 その他

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

売上収益         

　外部収益 16,235 115,608 2,804 8,479 1,321 144,447 － 144,447

　セグメント間収益 59 2,452 － 347 109 2,967 △2,967 －

計 16,294 118,060 2,804 8,826 1,430 147,414 △2,967 144,447

セグメント利益又は損失
(注１)

△1,395 56,847 1,395 △2,967 △318 53,562 9 53,571

その他の収益・費用
(純額)

       △1,596

営業利益        51,975

金融収益・費用(純額)        8,736

持分法による投資利益        26

税引前四半期利益        60,737
 

(注) １．セグメント利益又は損失は、売上収益から売上原価及び販売費及び一般管理費を控除しております。

２．セグメント間の内部取引価格は、一般的な市場価格に基づいております。

３．セグメント利益又は損失の調整額９百万円は、セグメント間取引消去であります。

 
当第３四半期連結累計期間(自　2016年１月１日　至　2016年９月30日)

         

 報告セグメント
計

調整額
(注３)

連結
 日本 韓国 中国 北米 その他

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

売上収益         

　外部収益 11,169 117,724 3,351 6,603 1,028 139,875 － 139,875

　セグメント間収益 139 1,594 － 689 89 2,511 △2,511 －

計 11,308 119,318 3,351 7,292 1,117 142,386 △2,511 139,875

セグメント利益又は損失
(注１)

△2,606 61,784 2,311 △3,248 △153 58,088 19 58,107

その他の収益・費用
(純額)

       △24,733

営業利益        33,374

金融収益・費用(純額)
(注４)

       △15,516

持分法による投資利益        149

税引前四半期利益        18,007
 

(注) １．セグメント利益又は損失は、売上収益から売上原価及び販売費及び一般管理費を控除しております。

２．セグメント間の内部取引価格は、一般的な市場価格に基づいております。

３．セグメント利益又は損失の調整額19百万円は、セグメント間取引消去であります。

４．金融費用の主な内訳は、為替差損17,656百万円であります。
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(第３四半期連結会計期間)

前第３四半期連結会計期間(自　2015年７月１日　至　2015年９月30日)

         

 報告セグメント
計

調整額
(注３)

連結
 日本 韓国 中国 北米 その他

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

売上収益         

　外部収益 4,913 40,437 1,276 2,747 438 49,811 － 49,811

　セグメント間収益 34 796 － 338 43 1,211 △1,211 －

計 4,947 41,233 1,276 3,085 481 51,022 △1,211 49,811

セグメント利益又は損失
(注１)

△532 19,645 808 △805 △142 18,974 16 18,990

その他の収益・費用
(純額)

       △554

営業利益        18,436

金融収益・費用(純額)        4,043

持分法による投資利益        11

税引前四半期利益        22,490
 

(注) １．セグメント利益又は損失は、売上収益から売上原価及び販売費及び一般管理費を控除しております。

２．セグメント間の内部取引価格は、一般的な市場価格に基づいております。

３．セグメント利益又は損失の調整額16百万円は、セグメント間取引消去であります。

 
当第３四半期連結会計期間(自　2016年７月１日　至　2016年９月30日)

         

 報告セグメント
計

調整額
(注３)

連結
 日本 韓国 中国 北米 その他

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

売上収益         

　外部収益 3,410 37,303 1,092 2,181 269 44,255 － 44,255

　セグメント間収益 41 493 － 150 67 751 △751 －

計 3,451 37,796 1,092 2,331 336 45,006 △751 44,255

セグメント利益又は損失
(注１)

△1,303 18,446 739 △1,212 △19 16,651 △0 16,651

その他の収益・費用
(純額)

       △359

営業利益        16,292

金融収益・費用(純額)
(注４)

       △6,197

持分法による投資利益        80

税引前四半期利益        10,175
 

(注) １．セグメント利益又は損失は、売上収益から売上原価及び販売費及び一般管理費を控除しております。

２．セグメント間の内部取引価格は、一般的な市場価格に基づいております。

３．セグメント利益又は損失の調整額△０百万円は、セグメント間取引消去であります。

４．金融費用の主な内訳は、為替差損7,025百万円であります。

 

EDINET提出書類

株式会社ネクソン(E25850)

四半期報告書

21/36



 

(3) 地域ごとの情報

外部顧客からの売上収益は、次のとおりであります。

 

(第３四半期連結累計期間)

    

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2015年１月１日
至　2015年９月30日)

 
当第３四半期連結累計期間
(自　2016年１月１日
至　2016年９月30日)

 百万円  百万円

日本 16,285  12,187

韓国 56,878  55,807

中国 58,938  58,814

北米 6,554  6,007

その他 5,792  7,060

合計 144,447  139,875
 

(注) １．売上収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

２．国又は地域の区分は地理的近接度によっております。

３．各区分に属する主な国又は地域

(1) 北米：米国及びカナダ

(2) その他：欧州、中南米及びアジア諸国

 
(第３四半期連結会計期間)

    

 
前第３四半期連結会計期間
(自　2015年７月１日
至　2015年９月30日)

 
当第３四半期連結会計期間
(自　2016年７月１日
至　2016年９月30日)

 百万円  百万円

日本 4,972  3,735

韓国 20,163  18,298

中国 20,247  17,360

北米 2,045  2,138

その他 2,384  2,724

合計 49,811  44,255
 

(注) １．売上収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

２．国又は地域の区分は地理的近接度によっております。

３．各区分に属する主な国又は地域

(1) 北米：米国及びカナダ

(2) その他：欧州、中南米及びアジア諸国
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(4) 事業別の売上収益

事業別の売上収益は、次のとおりであります。

 

(第３四半期連結累計期間)

    

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2015年１月１日
至　2015年９月30日)

 
当第３四半期連結累計期間
(自　2016年１月１日
至　2016年９月30日)

 百万円  百万円

PCオンライン 114,483  107,689

モバイル 28,853  31,432

その他 1,111  754

合計 144,447  139,875
 

 
(第３四半期連結会計期間)

    

 
前第３四半期連結会計期間
(自　2015年７月１日
至　2015年９月30日)

 
当第３四半期連結会計期間
(自　2016年７月１日
至　2016年９月30日)

 百万円  百万円

PCオンライン 39,159  34,001

モバイル 10,330  9,781

その他 322  473

合計 49,811  44,255
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６　金融商品の公正価値

(1) 公正価値の算定方法

前連結会計年度(2015年12月31日)

           

  帳簿価額  

公正価値
  

FVTPLの金融資産
及び金融負債
(注１)

 
FVTOCIの金融資産
及び金融負債
(注２)

 
償却原価で測定す
る金融資産及び金

融負債
 合計  

  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

現金及び現金同等物  －  －  194,225  194,225  194,225

営業債権及びその他の債権  －  －  33,362  33,362  33,362

その他の預金  －  －  97,105  97,105  97,105

その他の金融資産(流動)  －  －  1,973  1,973  1,973

その他の金融資産(非流動)  －  11,238  8,338  19,576  19,219

仕入債務及びその他の債務  －  －  10,874  10,874  10,874

借入金(流動)  －  －  1,916  1,916  1,916

その他の金融負債(流動)  112  －  456  568  568

借入金(非流動)  －  －  2,501  2,501  2,501

その他の金融負債(非流動)  765  －  25  790  790
 

(注) １．純損益を通じて公正価値で測定する金融資産及び金融負債

２．その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産及び金融負債

 
当第３四半期連結会計期間(2016年９月30日)

           

  帳簿価額  

公正価値
  

FVTPLの金融資産
及び金融負債
(注１)

 
FVTOCIの金融資産
及び金融負債
(注２)

 
償却原価で測定す
る金融資産及び金

融負債
 合計  

  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

現金及び現金同等物  －  －  125,973  125,973  125,973

営業債権及びその他の債権  －  －  32,153  32,153  32,153

その他の預金  －  －  146,163  146,163  146,163

その他の金融資産(流動)  －  －  4,691  4,691  4,691

その他の金融資産(非流動)
(注３)

 －  9,533  12,533  22,066  21,858

仕入債務及びその他の債務  －  －  8,326  8,326  8,326

借入金(流動)  －  －  1,840  1,840  1,840

その他の金融負債(流動)  238  －  62  300  300

借入金(非流動)  －  －  835  835  835

その他の金融負債(非流動)  727  －  312  1,039  1,039
 

(注) １．純損益を通じて公正価値で測定する金融資産及び金融負債

２．その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産及び金融負債

３. その他の金融資産（非流動）の償却原価で測定する金融資産には、当社が当第２四半期連結会計期間に

親会社であるエヌエックスシー・コーポレーションに対して貸付を行ったことによる長期貸付金5,000百

万円が含まれております。

 

EDINET提出書類

株式会社ネクソン(E25850)

四半期報告書

24/36



 

金融資産及び金融負債の公正価値は、次のとおり決定しております。なお、金融商品の公正価値の見積りにおい

て、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には、将来キャッシュ・フローを割り引く方法等により見

積っております。

 
現金及び現金同等物、その他の預金、仕入債務及びその他の債務、その他の金融負債(流動)

満期又は決済までの期間が短期であるため、公正価値は帳簿価額と近似していることから、帳簿価額を公正価値

とみなしております。

 
営業債権及びその他の債権

債権の種類ごとに分類し、一定の期間ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用

リスクを加味した利率で割り引く方法により、公正価値を見積っております。なお、短期間で決済される営業債権

及びその他の債権については、公正価値は帳簿価額と近似していることから、帳簿価額を公正価値とみなしており

ます。

 
その他の金融資産(流動)

市場性のある有価証券につきましては、純損益を通じて公正価値で測定する(FVTPL)金融資産に分類し、報告期間

末に公正価値で測定しております。公正価値は市場価格によっております。

その他、当該科目に表示したものについては満期又は決済までの期間が短期であるため、公正価値は帳簿価額と

近似していることから、帳簿価額を公正価値とみなしております。

 
その他の金融資産(非流動)

市場性のある有価証券につきましては、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する(FVTOCI)金融資産に分類

し、報告期間末に公正価値で測定しております。公正価値は市場価格によっております。

非上場有価証券のうち、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する(FVTOCI)金融資産に分類しているもの

は、報告期間末に公正価値で測定しております。公正価値は将来キャッシュ・フローを割り引く方法等により見

積っております。

その他、当該科目に表示したものについては、主に将来キャッシュ・フローを割り引く方法により公正価値を算

定しております。

 
借入金

変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映しており、また、グループ企業の信用状態に借入後大きな変動

はないと考えられることから、帳簿価額を公正価値とみなしております。固定金利による借入金は、元利金の合計

額を当該借入金の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引く方法により、公正価値を見積っております。

なお、短期間で決済される借入金については、公正価値は帳簿価額と近似していることから、帳簿価額を公正価値

とみなしております。

長期借入金については、将来キャッシュ・フローを満期までの期間及び信用リスクを加味した利率により割り引

いた現在価値により公正価値を算定しております。

 
その他の金融負債(非流動)

その他の金融負債(非流動)のうち、条件付対価については、将来キャッシュ・フローを割り引く方法により公正

価値を算定しております。
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(2) 公正価値で測定される金融商品

IFRS第13号「公正価値測定」は、公正価値の測定に利用するインプットの重要性を反映させた公正価値の階層を

用いて、公正価値の測定を分類することを要求しております。

 
公正価値の階層は、以下のレベルとなっております。

・レベル１：活発な市場における同一資産・負債の市場価格

・レベル２：直接的又は間接的に観察可能な公表価格以外の価格で構成されたインプット

・レベル３：観察不能な価格を含むインプット

 
公正価値の測定に使用される公正価値の階層のレベルは、その公正価値の測定にとって重要なインプットのう

ち、最も低いレベルにより決定しております。

要約四半期連結財政状態計算書に公正価値で認識される金融資産及び金融負債の階層ごとの分類は次のとおりで

あります。

 
前連結会計年度(2015年12月31日)

         

  レベル１  レベル２  レベル３  合計

  百万円  百万円  百万円  百万円

その他の金融資産(非流動)         

　資本性金融資産  3,314  －  7,924  11,238

金融資産合計  3,314  －  7,924  11,238

         

その他の金融負債(流動)         

　条件付対価にかかわる債務  －  －  112  112

その他の金融負債(非流動)         

　条件付対価にかかわる債務  －  －  765  765

金融負債合計  －  －  877  877
 

 
当第３四半期連結会計期間(2016年９月30日)

         

  レベル１  レベル２  レベル３  合計

  百万円  百万円  百万円  百万円

その他の金融資産(非流動)         

　資本性金融資産  2,592  1  6,940  9,533

金融資産合計  2,592  1  6,940  9,533

         

その他の金融負債(流動)         

　条件付対価にかかわる債務  －  －  238  238

その他の金融負債(非流動)         

　条件付対価にかかわる債務  －  －  727  727

金融負債合計  －  －  965  965
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レベル３に分類された金融商品の増減は次のとおりであります。

         

  
前第３四半期連結累計期間
(自　2015年１月１日
至　2015年９月30日)

 
当第３四半期連結累計期間
(自　2016年１月１日
至　2016年９月30日)

  
資本性
金融資産

 金融負債  
資本性
金融資産

 金融負債

  百万円  百万円  百万円  百万円

期首  7,316  2,225  7,924  877

利得又は損失(注１)         

　四半期利益  －  －  －  △37

　その他の包括利益  △172  －  △1,158  －

購入  847  －  1,643  －

売却  △3  －  －  －

支配獲得による振替(注２)  －  －  △422  －

分配  △370  －  △448  －

在外営業活動体の換算差額  △410  △162  △585  △99

条件付対価の認識(注３、４)  －  408  －  254

条件付対価の支払  －  △740  －  △30

その他  △78  －  △14  －

四半期末  7,130  1,731  6,940  965

         

前連結会計年度末に保有する資産に
関連する純損益に認識した未実現損
益

 ―  ―  ―  ―

 

(注) １．四半期利益に認識した利得又は損失は、その他の収益及びその他の費用に表示しており、その他の包括

利益に認識した利得又は損失は、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に表示してお

ります。

２. 当第１四半期連結会計期間において、当社がビッグ・ヒュージ・ゲームズ・インクを連結子会社化した

ことによる振替であります。

３．前第２四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であるネクソン・コリア・コーポレーションが

ブリアン・ゲームズ・コーポレーション株式を取得した際、対価の一部を条件付対価としたことにより

認識した債務であります。

４．当第２四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であるネクソン・ジーティー・カンパニー・リ

ミテッドがウェルゲームズ・コーポレーション株式を取得した際、対価の一部を条件付対価としたこと

により認識した債務であります。

 
レベル３に分類される金融商品に係る公正価値の測定は、関連する社内規程に従い、当社及び連結子会社におけ

る経理財務部門が実施しております。公正価値を測定するに際しては、インプットを合理的に見積り、資産の性質

等から判断して最も適切な評価モデルを決定しており、その決定にあたり適切な社内承認プロセスを踏むことで公

正価値評価の妥当性を確保しております。

 
経常的に公正価値で測定するレベル３に分類される金融商品の公正価値測定に用いた評価技法は、主に割引

キャッシュ・フロー法であり、重要な観察可能でないインプットは、主に割引率です。これらの公正価値は、主に

割引率の上昇(下落)により減少(増加)します。なお、インプットが合理的に考え得る代替的な仮定に変更した場合

に見込まれる公正価値の増減は重要ではありません。
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７　のれん及び無形資産

のれん及び無形資産の内訳は次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間(自　2015年１月１日　至　2015年９月30日)

［帳簿価額］

           

  
のれん

 無形資産

   ゲーム著作権  コンテンツ  その他  合計

  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

2015年１月１日  35,426  12,730  728  3,116  16,574

新規子会社の取得(注１)  1,818  880  －  1  881

取得  －  35  336  1,409  1,780

償却費  －  △7,213  △247  △1,437  △8,897

減損損失(注２)  △221  △434  △310  △163  △907

除却  －  －  △20  △32  △52

売却又は処分  －  △117  －  △36  △153

科目振替  －  －  95  505  600

在外営業活動体の換算差額  △1,223  △598  －  △244  △842

2015年９月30日  35,800  5,283  582  3,119  8,984
 

(注) １．前第２四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であるネクソン・コリア・コーポレーションが

ブリアン・ゲームズ・コーポレーション株式を取得した際、認識したのれん及びゲーム著作権等であり

ます。

２．前第３四半期連結累計期間において減損の兆候が認められたため、減損テストを実施した結果、当初想

定していた収益性が見込めなくなったため計上した減損損失であります。当該減損損失は、要約四半期

連結損益計算書のその他の費用に含まれております。

なお、減損損失の主な内訳は以下のとおりであります。

    

種類 報告セグメント 会社 減損損失(百万円)

のれん 韓国 エヌドアーズ・コーポレーション 221

ゲーム著作権 韓国
エヌドアーズ・コーポレーション 374

ネクソン・コリア・コーポレーション 60

コンテンツ 日本 株式会社gloops 310
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当第３四半期連結累計期間(自　2016年１月１日　至　2016年９月30日)

［帳簿価額］

           

  
のれん

 無形資産

   ゲーム著作権  コンテンツ  その他  合計

  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

2016年１月１日  35,387  3,747  605  3,168  7,520

新規子会社の取得
(注１、２、３)

 5,263  3,217  －  15  3,232

取得  －  35  111  799  945

償却費  －  △1,714  △56  △910  △2,680

減損損失(注４)  △22,563  －  △642  △192  △834

売却又は処分  －  －  －  △1  △1

科目振替  －  －  －  482  482

在外営業活動体の換算差額  △1,891  △656  －  △390  △1,046

2016年９月30日  16,196  4,629  18  2,971  7,618
 

(注) １．当第１四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であるネクソン・コリア・コーポレーションの

新たな連結子会社となったネクソン・ユーエス・ホールディング・インクがビッグ・ヒュージ・ゲーム

ズ・インク株式を取得した際、認識したのれん及び無形資産であります。

２．当第２四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であるネクソン・ジーティー・カンパニー・リ

ミテッドがウェルゲームズ・コーポレーション株式を取得した際、認識したのれん及び無形資産であり

ます。

３．当第３四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であるネクソン・コリア・コーポレーションが

エヌ・メディア・プラットフォーム・カンパニー・リミテッド株式を取得した際、認識したのれん及び

無形資産であります。

４．当第３四半期連結累計期間において減損の兆候が認められたため、減損テストを実施した結果、当初想

定していた収益性が見込めなくなったことにより計上した減損損失であります。当該減損損失は、要約

四半期連結損益計算書のその他の費用に含まれております。

なお、減損損失の主な内訳は次のとおりであります。

    

種類 報告セグメント 会社 減損損失(百万円)

のれん 日本 株式会社gloops 22,563

コンテンツ 日本 株式会社gloops 642
 

2012年10月の連結子会社化以降、株式会社gloopsは新たなヒット作を創出できなかったことに加え、当第

２四半期連結会計期間以降にリリースを予定していた主要新規タイトルについて、第１四半期連結累計期間

の開発状況を踏まえリリーススケジュールの延期の判断をしたことに伴い、将来収益性の見直しを行いまし

た。その結果、株式会社gloopsの将来収益性に対する不確実性が高まったと判断し、回収可能価額がのれん

を含む資金生成単位の帳簿価額を下回ったことから認識した減損損失であります。

当該回収可能価額は使用価値により算定しており、将来キャッシュ・フローは経営者によって承認された

今後５年度分の事業計画に上記の不確実性を反映させて見積もっております。なお、６年目以降について

は、成長率はゼロとし、税引前割引率は10.1％を使用しております。
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８　繰延収益

繰延収益の主な内訳は次のとおりであります。

      

 
前連結会計年度
(2015年12月31日)

 
 

当第３四半期連結会計期間
(2016年９月30日)

 流動 非流動  流動 非流動

 百万円 百万円  百万円 百万円

ゲーム課金 8,030 987  7,374 865

ロイヤリティ 1,518 998  1,282 7,423

その他 10 －  17 －

計 9,558 1,985  8,673 8,288
 

 
９　配当金

配当金の支払額は次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間(自　2015年１月１日　至　2015年９月30日)

          

 株式の種類  配当金の総額  １株当たり配当額 基準日  効力発生日

   百万円  円     

2015年２月17日
取締役会決議

普通株式  2,156  5  2014年12月31日  2015年３月30日

2015年９月２日
取締役会決議

普通株式  2,149  5  2015年６月30日  2015年９月25日
 

 
当第３四半期連結累計期間(自　2016年１月１日　至　2016年９月30日)

          

 株式の種類  配当金の総額  １株当たり配当額 基準日  効力発生日

   百万円  円     

2016年２月22日
取締役会決議

普通株式  2,171  5  2015年12月31日  2016年３月30日

2016年８月22日
取締役会決議

普通株式  2,182  5  2016年６月30日  2016年９月26日
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10　資本金及び自己株式

当社の発行可能株式総数及び発行済株式総数は次のとおりであります。

      

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2015年１月１日
至　2015年９月30日)

 
当第３四半期連結累計期間
(自　2016年１月１日
至　2016年９月30日)

 株  株

発行可能株式総数      

普通株式 1,400,000,000   1,400,000,000  

      

発行済株式総数      

期首 431,256,017   434,117,117  

期中増加 9,208,000 (注１)  2,752,000 (注１)

期中減少 △7,313,900 (注２)  －  

四半期末 433,150,117   436,869,117  
 

(注)１．新株予約権の行使による増加であります。

２．2015年５月22日の取締役会決議に基づく自己株式の消却による減少であります。

 
 
また、上記の発行済株式総数に含まれる自己株式数は次のとおりであります。

      

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2015年１月１日
至　2015年９月30日)

 
当第３四半期連結累計期間
(自　2016年１月１日
至　2016年９月30日)

 株  株

自己株式数      

期首 －   －  

期中増加 7,313,900 (注１)  1,460,003 (注３)

期中減少 △7,313,900 (注２)  －  

四半期末 －   1,460,003  
 

(注)１．2015年２月26日の取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加であります。

２．2015年５月22日の取締役会決議に基づく自己株式の消却による減少であります。

３．2016年９月５日の取締役会決議に基づく自己株式の取得及び単元未満株式の買取請求による増加であり

ます。
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11　１株当たり四半期利益

親会社の所有者に帰属する基本的１株当たり四半期利益及び希薄化後１株当たり四半期利益は次の情報に基づいて

算定しております。

 
(第３四半期連結累計期間)

      

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2015年１月１日
至　2015年９月30日)

 
当第３四半期連結累計期間
(自　2016年１月１日
至　2016年９月30日)

親会社の所有者に帰属する四半期利益 50,733百万円  8,927百万円

希薄化後１株当たり四半期利益の算定に用いられ
た四半期利益調整額

－百万円  －百万円

親会社の所有者に帰属する希薄化後四半期利益 50,733百万円  8,927百万円

      

基本的加重平均普通株式数 430,406,297株  435,477,583株

希薄化効果：ストック・オプション 10,957,474株  8,423,416株

希薄化効果調整後　加重平均普通株式数 441,363,771株  443,900,999株

      

親会社の所有者に帰属する１株当たり
四半期利益

     

基本的 117.87円  20.50円

希薄化後(注) 114.95円  20.11円
 

(注)当社が発行する新株予約権の一部については、希薄化効果を有していないため、希薄化後１株当たり四半期利

益の算定に含めておりません。

 
(第３四半期連結会計期間)

      

 
前第３四半期連結会計期間
(自　2015年７月１日
至　2015年９月30日)

 
当第３四半期連結会計期間
(自　2016年７月１日
至　2016年９月30日)

親会社の所有者に帰属する四半期利益 19,184百万円  7,635百万円

希薄化後１株当たり四半期利益の算定に用いられ
た四半期利益調整額

－百万円  －百万円

親会社の所有者に帰属する希薄化後四半期利益 19,184百万円  7,635百万円

      

基本的加重平均普通株式数 431,375,867株  436,252,580株

希薄化効果：ストック・オプション 10,527,053株  6,633,971株

希薄化効果調整後　加重平均普通株式数 441,902,920株  442,886,551株

      

親会社の所有者に帰属する１株当たり
四半期利益

     

基本的 44.47円  17.50円

希薄化後(注) 43.41円  17.24円
 

(注)当社が発行する新株予約権の一部については、希薄化効果を有していないため、希薄化後１株当たり四半期利

益の算定に含めておりません。
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12　後発事象

　（自己株式の消却）

　当社は、2016年11月10日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式の消却を行うことにつ

いて決議いたしました。

１．自己株式の消却を行う理由

 資本効率の向上及び株主への利益還元のため

２．消却に係る事項の内容

 (1) 消却の方法　その他資本剰余金から減額

 (2) 消却する株式の種類　当社普通株式

 (3) 消却する株式の数　3,168,703株（消却前の発行済株式総数に対する割合　0.7％）

 (4) 消却予定日　2016年11月30日
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２ 【その他】

2016年８月22日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当(中間配当)を行うことを決議いたしました。

(イ) 配当金の総額……………………………………… 2,182百万円

(ロ) １株当たりの金額…………………………………………… ５円

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日……… 2016年９月26日

(注) 2016年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

2016年11月11日

株式会社ネクソン

取締役会  御中

　

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   善   塲   秀   明   

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   澤   山   宏   行   

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ネクソ

ンの2016年１月１日から2016年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(2016年７月１日から2016年９月

30日まで)及び第３四半期連結累計期間(2016年１月１日から2016年９月30日まで)に係る要約四半期連結財務諸表、すな

わち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結

持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準

第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は

誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部

統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準

に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務

報告」に準拠して、株式会社ネクソン及び連結子会社の2016年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四

半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

強調事項

後発事象に記載されているとおり、会社は、2016年11月10日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づ

き、自己株式の消却を行うことについて決議している。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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